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 利 用 者 の た め に 

 

１ 調査の目的 

容器包装利用・製造等実態調査（以下「調査」という。）は、容器包装の利用・製造等の

実態を把握し、再商品化義務量策定に必要な数値等を算出するための基礎データを得るこ

とを目的している。 

 

２ 調査の根拠法令 

調査は、統計法（平成 19 年法律第 53 号）第 19 条第１項の規定に基づく総務大臣の承認

を受けた一般統計調査である。 

 

３ 調査機構 

調査は、農林水産省及び経済産業省―民間事業者―報告者の調査系統で実施した。  

 

４ 調査の対象 

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成 7 年法律第 112 号）

（以下「容器包装リサイクル法」という。）に基づき、再商品化の実施を義務付けられた

種類（ガラス製容器（無色、茶色及びその他の色）、ＰＥＴボトル、プラスチック製容器

包装、紙製容器包装）について、再商品化義務が課せられている産業（日本標準産業分類

に掲げる大分類「農業,林業」、「漁業」、「製造業」及び「卸売業,小売業」並びに中分類

に掲げる「飲食店」及び「持ち帰り・配達飲食サービス業」）に属する企業又は事業体を

調査の対象とした。 

 

なお、調査の標本設計から集計・公表の際に用いる区分については、上記により抽出し

た企業又は事業体を「食料品製造業」、「清涼飲料・茶・コーヒー製造業」、「酒類製造

業」、「油脂加工製造業」、「医薬品製造業」、「化粧品製造業」、「小売業」及び「その

他の事業」の 8 業種に分類して実施している。 

 

５ 抽出方法 

母集団名簿は、事業所母集団データベース、農林業センサス及び漁業センサスを用いた。 

 

調査対象の選定については、業種別・資本金又は販売額の規模別に大規模、中規模、小

規模に区分した上で、以下のように行った。 

 

(1)  容器包装の種類別用途別の利用・製造等において、その回答が欠けていた場合に拡大

推計の精度・結果が低下すると考えられる業種・規模区分に属する事業者については、

全数を調査対象者とする。 

 

(2)  令和５年度の調査において、容器包装の種類別用途別の利用・製造等が特に大規模（利

用量上位 20 社及び製造量上位 10 社）であって、その回答が欠けていた場合に拡大推計

の精度・結果が低下すると考えられる事業者を「大手事業者」として抽出する。 

 

(3)  目標精度を基に業種別・規模別に必要な調査対象数を算出し、算出した調査対象数か
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ら上記(1)及び(2)で選定した事業者を差し引いた数を母集団名簿から無作為抽出する。 

 

６ 調査事項 

(1)  「容器包装利用・製造等実態調査票」（容器包装の利用・製造等を行っている事業者

が回答） 

ア 容器包装利用・製造等の有無、企業名等、法人番号、従業員数、総販売額 

イ 業務の内容とその販売額 

ウ 容器包装の利用又は製造等の形態 

エ 容器包装の利用の量及び販売額（利用事業者・製造等事業者別（業種、容器包装の

種類、容器包装利用商品販売額、輸出品利用量、国内利用量、自主回収認定容器利用

量、容器包装利用量、自主回収認定容器分を除く容器包装回収量、うち業務用出荷容

器包装量）） 

オ 容器の製造等の量及び販売額（出荷対象業種、容器の販売額、国内出荷量、回収器

量、うち業務用出荷容器量） 

 

(2)  「簡易回答票」（容器包装の利用・製造等を行っていない事業者が回答） 

ア 企業名等、法人番号、従業員数、総販売額 

イ 業務内の内容とその販売額 

 

７ 調査の時期 

(1) 調査の期間：令和５年４月１日から令和６年３月 31 日までの１年間とした。ただし、

この期間での記入が困難な場合は、記入可能な直近年度の１年間とした。 

 

(2) 調査実施期間：調査票の配布：令和６年５月 

調査票の回収：令和６年６月 

 

８ 調査の方法 

調査は、農林水産省及び経済産業省―民間事業者―報告者の調査系統で実施した。 

具体的には、農林水産省及び経済産業省から調査業務を受託した民間事業者が調査票を

郵送により配布し、郵送又はオンラインにより回収する自計調査の方法により行った。 

なお、簡易回答票については民間事業者への FAX による提出も可能とした。 

 

９ 調査対象者数 

令和６年度の調査対象数は 36,856 事業所。このうち、調査票発送後、未達であった事業

所を除いた 35,628 事業所からの有効回答数は 15,704（有効回答率 44.1％）である。 

 

10 集計・推計方法 

(1) 調査票データを基に、販売額規模別、容器包装の利用・製造等の形態別、業種別に販

売額及び量について単純集計した値に、次の数式により全事業者を対象とした数値にな

るよう、販売額による拡大係数により拡大推計を行った。 
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なお、大手事業者が未回答の場合は、前年値、前々年値又は関係団体のデータ（販売

額以外の調査項目）により補完する。また、販売額については、大手事業者に限らず、

当該事業者が属する集計区分の平均的な販売単価等を用いて推計し、補完を行った。 

 

(2)  推計後のデータについて補正を行った。 

ア  利用事業者の販売額の補正 

 利用事業者の販売額＝「中身＋容器代×2 分の 1（＝商品代－容器代×2 分の 1）」 

イ  利用量と製造量の整合 

    利用事業者の容器利用量（輸出分を含む。）と製造事業者の容器製造量は、本来同

一のものであることから、容器の種類別・業種別の量がそれぞれ一致するように補正

を行った。 

 

11 実績精度 

    調査は、業種別・規模別に一定の誤差率（大規模、中規模 3.0％、小規模 3.5％）を目標

精度として設定し、目標精度を達成するために必要な標本数を算出しているため、実績精

度は算出していない。 

 

12 用語の解説 

(1)  容器 

ガラスびん（無色・茶色・その他の色）、ペットボトル（食料品（しょうゆ・乳飲料

・しょうゆ加工品・みりん風調味料・食酢・調味酢・ドレッシングタイプ調味料・料理

酒・クッキングワイン。ただし、食用油脂を含まず、かつ、簡易な洗浄により臭いが除

去できるもの）用・清涼飲料用・酒類用）、紙製容器（飲料用で原材料としてアルミニ

ウムが利用されていないもの・段ボールではないもの）、プラスチック製容器をいう。 

 

(2)  包装 

紙製包装、プラスチック製包装をいう。 容器包装の利用 

 

(3)  容器の製造等 

「農業、林業、漁業及び製造業に属する事業を行う事業者が、商品を国内で購入した

容器包装を付して販売（出荷）する行為」、「卸売業及び小売業に属する事業を行う事

業者が、国内で購入した容器包装に、商品を入れて販売（出荷）する行為」及び「輸入

業者等が、容器包装に入った商品を輸入して販売（出荷）する行為」をいう。 

ただし、卸売業及び小売業に属する事業を行う事業者がすでに容器包装に入れられて
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いる商品を販売する行為（例：メーカー等ですでに梱包された段ボール容器に入った

製品の販売）や、農家等がすでに容器包装の付されている商品を使用する行為（例：

農家のプラスチック製容器入り農薬等の使用）は、「利用」の対象にならない。 

 

(4)  特定事業者 

その事業において、特定容器（スチール缶、アルミ缶、ガラスびん、段ボール、紙パ

ック、紙製容器、ペットボトル及びプラスチック製容器等）を利用・製造する事業者や、

特定包装（容器包装のうち特定容器以外のもの）を用いる事業者をいう。 

ただし、小規模事業者等を除く。 

 

(5)  排出見込量 

事業者の利用・製造した容器包装が家庭から排出される見込量をいう。 

 

13 利用上の注意 

(1) 統計数値については、表示単位未満の数値を四捨五入したため、合計値と内訳の計が

一致しない場合がある。 

 

(2) 統計表に用いた記号は、以下のとおりである。 

「0」、「0.00」：単位に満たないもの（例:0.4t→0t） 

「-」：事実のないもの 

「…」：事実不詳又は調査を欠くもの 

 

(3)  調査は、容器包装リサイクル法に基づき、再商品化の実施を義務付けられた容器包装

「ガラスびん」、「PET ボトル」、「紙製容器包装」及び「プラスチック製容器包装」を

対象としている。 

なお、「アルミ缶」、「スチール缶」、「段ボール」等は容器包装リサイクル法の対象

物であり、市町村の分別回収の対象になるものの、再商品化義務の対象ではないことか

ら、本調査の対象としていないことにご留意されたい。 

 

(4)   公表資料にある販売額については消費税を含んでいる。 

 

 (5) 本統計の累年データについては、農林水産省ホームページ「統計情報」の分野別分類

「その他（食料需給表、産業連関表、食品産業、環境など）」の「容器包装利用・製造等

実態調査」で御覧いただけます。 

     https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/youki_housou/#r 

 

なお、統計データ等に訂正等があった場合には、同ホームページに正誤表とともに修

正後の統計表等を掲載します。 

 

(6) この報告書に掲載された数値を他に転載する場合は、「令和６年度 容器包装利用・製

造等実態調査」（農林水産省）による旨を記載してください。 
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14 お問合せ先 

  農林水産省大臣官房統計部 生産流通消費統計課消費統計室 食品産業動向班  

   電 話：（代表）０３－３５０２－８１１１（内線３７１７） 

        （直通）０３－３５９１－０７８３ 

  

※ 本調査に関する御意見・御要望は、「14 お問合せ先」のほか、農林水産省ホームページ

でも受け付けております。 

https://www.contactus.maff.go.jp/j/form/tokei/kikaku/160815.html 


